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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期

第１四半期
連結累計期間

第31期
第１四半期
連結累計期間

第30期

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年３月31日

自平成28年１月１日
至平成28年３月31日

自平成27年１月１日
至平成27年12月31日

売上高 （百万円） 39,538 33,603 157,996

経常利益 （百万円） 989 729 5,772

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する当期

純損失（△）

（百万円） 2,594 744 △3,815

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,257 684 △4,693

純資産額 （百万円） 37,756 30,569 29,947

総資産額 （百万円） 135,502 126,259 124,817

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）
（円） 66.12 18.74 △96.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
（円） 66.07 － －

自己資本比率 （％） 25.3 22.8 22.5

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期純利益又は当期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失」としております。

４　第30期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式は存在するものの１株当たり

当期純損失金額のため記載しておりません。

５　第31期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容については、

重要な変更はありません。

主要な関係会社の異動については、当第１四半期連結会計期間において、SBS Logistics Holdings Singapore

Pte. Ltd. の株式を譲渡したため、同社及びその子会社５社は、連結の範囲から除外しております。

（企業集団の状況）

当社グループは、当社を持株会社として当社グループの連結の範囲に入る子会社17社及び持分法適用関連会社１

社＊が相互に連携して、物流事業、不動産事業、その他事業を営んでおります。これらを報告セグメントとの関連で

示すと以下の通りであります。なお、下図には非連結子会社及び関連会社の一部（※印）を含んでおります。

＊持分法適用関連会社の内訳は、(株)ゼロです。

注）㈱エーマックスは、平成28年４月１日付でＳＢＳアセットマネジメント㈱に商号変更しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和策が継続される一方で、

中国をはじめとする新興国の経済減速懸念や海外政情不安に加え、為替相場や株式市場が大きく変動するなど先

行きへの不透明感が強まり、景気に停滞感が出てまいりました。

物流業界では、長引く個人消費の低迷などから荷動きの低下傾向が続いております。コスト面では、燃料価格

の低位安定に下支えされているものの、ドライバーやパート・アルバイトの人手不足が深刻さを増し採用費や傭

車費が増加するなど、依然として厳しい経営環境が続いております。

このような環境の中、当社グループは、平成26年度から開始した４か年の中期経営計画「SBS Growth 2017」に

基づき、事業戦略、投資戦略などにグループ一丸となって取り組みました。

事業戦略では、物流事業においてトータル面積５万坪、当社グループとして過去最大の規模となる拠点の立ち

上げに年初より取り組みました。現在までに、横浜市磯子区、埼玉県所沢市、千葉県印西市、兵庫県三田市など

の物流施設を開設し３ＰＬ業務を順次稼働させております。この立ち上げは第２四半期にピークを迎え６月末ま

でにほぼ完了する予定です。また、ＳＢＳ即配サポートは、大阪市に株式会社加勢と合弁会社を設立し、阪神地

区での配送事業を開始いたしました。

投資戦略では、２月に横浜市磯子区にマルチテナント型の物流センター（延床面積１万２千坪）が竣工、続く

３月には埼玉県所沢市に大手百貨店向け専用物流施設（同９千坪）が竣工いたしました。また、これら２棟の物

流施設の屋上に約２メガワットの太陽光発電設備を新設したことにより、当社グループの発電能力は10メガワッ

トとなります。

これらの結果、売上高は、前期に実施した海外子会社の経営撤退などにより59億35百万円減少し336億３百万円

（前年同四半期比15.0％減）となりました。営業利益は、物流拠点の立ち上げ増に伴う初期コストの発生などに

加えて、不動産事業において物流施設の売却益の計上がなかったことから95百万円減少し６億39百万円（同

12.9％減）に、経常利益は、海外子会社の連結除外により為替差益が大幅に減少したことなどにより２億60百万

円減少し７億29百万円（同26.3％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、前第１四半期連結

累計期間には特別利益に固定資産売却益22億79百万円の計上がありましたが、当第１四半期連結累計期間には多

額の特別利益がなかったことから18億50百万円減少し７億44百万円（同71.3％減）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（物流事業セグメント）

物流事業の売上高は、国内は、荷動きが鈍かったものの業務拡大により約20億円増加した一方、海外は、海

外子会社の連結除外により約67億円減少いたしました。営業利益は、拠点立ち上げに伴うコストが増加しまし

たが、燃料価格の低下や値上げ効果、海外子会社ののれん負担の減少などから増益を確保しました。これらの

結果、売上高は314億24百万円（前年同四半期比13.3％減）、営業利益は３億14百万円（同17.9％増）と減収増

益となりました。

（不動産事業セグメント）

不動産事業は、前第１四半期連結累計期間には開発事業で所沢市の施設売却がありましたが、当第１四半期

連結累計期間は賃貸事業のみとなったことから、売上高は６億83百万円（前年同四半期比63.1％減）、営業利

益は３億52百万円（同25.2％減）と減収減益になりました。
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（その他事業セグメント）

その他事業は、マーケティング事業などが堅調に推移したことで、売上高は14億94百万円（前年同四半期比

3.5％増）、営業利益は70百万円（同31.7％増）と増収増益になりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、1,262億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ14億41百万

円増加いたしました。

資産増加の主な内訳は、前期に実施した海外子会社の連結除外に伴って受取手形及び売掛金、のれん、投資有

価証券などが減少したことにより流動資産、無形固定資産、投資その他の資産が合計24億25百万円減少する一

方、埼玉および横浜で建設中だった物流施設２棟の竣工によって有形固定資産が38億66百万円増加したことによ

るものであります。

負債は、956億90百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億20百万円増加いたしました。これは主として、支

払手形及び買掛金の減少などにより流動負債が48億48百万円減少した一方で、長期借入金の増加などにより固定

負債が56億68百万円増加したことによるものであります。

純資産は305億69百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億21百万円増加いたしました。これは、主として為

替換算調整勘定が10億32百万円減少した一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益７億44百万円および海外子

会社の連結除外による利益剰余金の増加６億16百万円を計上したことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 154,705,200

計 154,705,200

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,718,200 39,718,200
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 39,718,200 39,718,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 平成28年１月１日～

平成28年３月31日
－ 39,718,200 － 3,920 － 5,250

（注）平成28年３月４日開催の取締役会において、平成28年３月25日開催の定時株主総会に資本準備金の額の減少及び

剰余金の処分についての議案を付議することを決議し、同株主総会において承認可決され、平成28年５月２日付

で効力が発生しております。

詳細は、「第４　経理の状況　（重要な後発事象）」をご覧ください。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】
 

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       300 －

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,715,600 397,156 同上

単元未満株式 普通株式     2,300 － －

発行済株式総数 39,718,200 － －

総株主の議決権 － 397,156 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式85株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＳＢＳホールディン

グス株式会社

東京都墨田区太平四

丁目１番３号
300 － 300 0.00

計 － 300 － 300 0.00

（注） 当社は、単元未満自己株式85株を保有しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,990 13,193

受取手形及び売掛金 21,342 15,858

たな卸資産 15,153 15,094

その他 6,333 6,972

貸倒引当金 △218 △56

流動資産合計 51,601 51,062

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 29,661 38,847

減価償却累計額及び減損損失累計額 △20,558 △20,603

建物及び構築物（純額） 9,102 18,243

機械装置及び運搬具 19,460 19,976

減価償却累計額及び減損損失累計額 △12,317 △12,024

機械装置及び運搬具（純額） 7,142 7,951

土地 35,846 35,981

リース資産 2,948 2,735

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,365 △1,366

リース資産（純額） 1,583 1,368

その他 10,160 3,945

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,035 △2,823

その他（純額） 7,124 1,121

有形固定資産合計 60,800 64,666

無形固定資産   

その他 1,285 976

無形固定資産合計 1,285 976

投資その他の資産   

投資その他の資産 15,808 9,653

貸倒引当金 △4,676 △100

投資その他の資産合計 11,131 9,553

固定資産合計 73,216 75,196

資産合計 124,817 126,259
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,584 7,405

1年内償還予定の社債 232 160

短期借入金 19,952 20,100

1年内返済予定の長期借入金 9,667 10,191

未払法人税等 1,605 249

賞与引当金 739 1,569

その他 11,213 8,469

流動負債合計 52,994 48,146

固定負債   

社債 400 320

長期借入金 30,272 34,906

退職給付に係る負債 3,967 3,914

その他 7,235 8,402

固定負債合計 41,875 47,543

負債合計 94,870 95,690

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,920 3,920

資本剰余金 5,504 5,504

利益剰余金 17,057 18,854

自己株式 △0 △0

株主資本合計 26,483 28,279

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 653 567

土地再評価差額金 21 21

為替換算調整勘定 1,004 △28

退職給付に係る調整累計額 △108 △107

その他の包括利益累計額合計 1,569 453

新株予約権 52 -

非支配株主持分 1,841 1,836

純資産合計 29,947 30,569

負債純資産合計 124,817 126,259
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 39,538 33,603

売上原価 35,813 30,628

売上総利益 3,724 2,974

販売費及び一般管理費 2,989 2,334

営業利益 734 639

営業外収益   

受取利息 63 2

受取配当金 13 16

持分法による投資利益 70 163

その他 305 52

営業外収益合計 453 235

営業外費用   

支払利息 186 121

その他 10 23

営業外費用合計 197 145

経常利益 989 729

特別利益   

固定資産売却益 2,279 24

その他 16 -

特別利益合計 2,296 24

特別損失   

固定資産売却損 0 2

固定資産除却損 19 6

関係会社株式売却損 - 27

特別損失合計 19 36

税金等調整前四半期純利益 3,266 718

法人税、住民税及び事業税 804 213

法人税等調整額 △170 △280

法人税等合計 633 △67

四半期純利益 2,633 785

非支配株主に帰属する四半期純利益 38 41

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,594 744
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年３月31日)

四半期純利益 2,633 785

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 93 △89

繰延ヘッジ損益 4 -

為替換算調整勘定 527 1

退職給付に係る調整額 4 10

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 △22

その他の包括利益合計 624 △100

四半期包括利益 3,257 684

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,121 644

非支配株主に係る四半期包括利益 135 39
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1）連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間において、SBS Logistics Holdings Singapore Pte. Ltd. の株式を譲渡したため、

同社及びその子会社５社は、連結の範囲から除外しております。

　変更後の連結子会社数　17社

 

(2）持分法適用範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日）

減価償却費 966百万円 1,023百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

配当金支払額

 
決議

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成27年２月19日

 取締役会
普通株式 595 15 平成26年12月31日 平成27年３月９日 利益剰余金

（注）１　配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する自社の株式に対する配当金７百万円が含まれておりま

す。

２　平成26年６月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

 

EDINET提出書類

ＳＢＳホールディングス株式会社(E04224)

四半期報告書

13/19



 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日）

１．配当金支払額
該当事項はありません。
 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間
の末日後となるもの

 
決議

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成28年３月４日

 取締役会
普通株式 635 16 平成28年３月31日 平成28年５月16日 資本剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年１月１日　至平成27年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 物流事業 不動産事業 その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 36,240 1,853 1,443 39,538 － 39,538

セグメント間の内部売

上高又は振替高
54 0 37 92 △92 －

計 36,294 1,854 1,480 39,630 △92 39,538

セグメント利益 266 471 53 791 △56 734

（注）１　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去２百万円及び各報告セグメントに配分していない当社

及び一部の連結子会社の本社等の間接部門に係る損益△59百万円であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年１月１日　至平成28年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 物流事業 不動産事業 その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 31,424 683 1,494 33,603 － 33,603

セグメント間の内部売

上高又は振替高
75 0 41 117 △117 －

計 31,499 684 1,536 33,720 △117 33,603

セグメント利益 314 352 70 737 △97 639

（注）１　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去３百万円及び各報告セグメントに配分していない当社

及び一部の連結子会社の本社等の間接部門に係る損益△101百万円であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（企業結合等関係）

事業分離

当社は、当社の子会社であるSBS Logistics Holdings Singapore Pte. Ltd.（以下、SLHS）の全株式を平成28年３月

15日に譲渡いたしました。これにより、当第１四半期連結会計期間より、SLHS、SLHSの子会社であるSBS Transpole

Logistics Pvt. Ltd.（以下、STPL）及びその子会社は、当社の連結の範囲から除外しております。

１．事業分離の概要

(1）分離先企業の名称

Global International Network Pte. Ltd.

(2）分離した事業の内容

航空フォワーディング事業、海上フォワーディング事業、その他

(3）事業分離を行った主な理由

　STPLが前連結会計年度に取引を開始した大口取引にかかる債権が回収困難となることから、株主資本が毀損し、

また、資金繰りも悪化します。当社は、STPL再建の可能性も検討しましたが、同社を取り巻く世界経済情勢が急激

に悪化していること、同社の営業基盤も盤石ではないこと等を鑑み、当社からの支援だけでは再建が難しいとの判

断に至り、STPLの親会社であるSLHSの所有株式の全部を第三者に譲渡いたしました。

(4）事業分離日

平成28年３月15日

(5）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

 

２．実施した会計処理の概要

(1）移転損益の金額

関係会社株式売却損           27百万円

(2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 10,566百万円

固定資産 2,224

資産合計 12,790

流動負債 8,022

固定負債 4,073

負債合計 12,095

(3）会計処理

　当該譲渡株式の連結上の帳簿価額と売却価額との差額を関係会社株式売却損として特別損失に計上しておりま

す。

 

３．分離した事業が含まれていた報告セグメント

物流事業

 

４．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 66円12銭 18円74銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
2,594 744

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（百万円）
2,594 744

普通株式の期中平均株式数（株） 39,239,139 39,717,815

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 66円07銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
△1 －

（うち連結子会社の潜在株式に係る親会社株主

に帰属する四半期純利益調整額（百万円））
(△1) (－)

普通株式増加数（株） 10,611 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）１　従業員持株会信託口が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第１四半期

連結累計期間463,676株、当第１四半期連結累計期間－株）。

２　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（資本準備金の額の減少及び剰余金の処分）

　当社は、平成28年３月４日開催の取締役会において、平成28年３月25日開催の定時株主総会に資本準備金の額の減

少及び剰余金の処分についての議案を付議することを決議し、同株主総会において承認可決され、平成28年５月２日

付で効力が発生いたしました。

 

１．資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の目的

　繰越利益剰余金の欠損の填補と分配可能額の確保を目的として、資本準備金の額の減少及び剰余金の処分を行う

ものです。

 

２．資本準備金の額の減少に関する事項

　会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金3,000百万円を減少し、その同額をその他資本剰余金に振り替

えております。

 

３．剰余金の処分に関する事項

　会社法第452条の規定に基づき、上記２．による振り替え後のその他資本剰余金3,000百万円のうち、2,218百万

円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補に充当しております。
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２【その他】

（剰余金の配当）

平成28年３月４日開催の取締役会において、平成28年12月期の第１四半期配当について次のとおり決議しました。

１　配当財産の種類                        金銭

２　１株当たり配当金額及び配当金の総額    普通株式１株につき16円　　　配当総額　　 635百万円

３　効力発生日                            平成28年５月16日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年５月13日

ＳＢＳホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　達也　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石田　勝也　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＢＳホール

ディングス株式会社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年

１月１日から平成28年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＢＳホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成２８年３月４日開催の取締役会において、平成２８年３月２５

日開催の定時株主総会に資本準備金の額の減少及び剰余金の処分についての議案を付議することを決議し、同株主総会に

おいて承認可決され、平成２８年５月２日付で効力が発生した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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